
○様々な分野で、多種多様な情報が、有効に活用されずに大量に蓄積されている状況。

○世界最先端のネットワーク環境を有する我が国において、ユーザーのニーズを踏まえ

た形で、これまで活用されていなかった情報や今後増大していく情報にアクセスし、それ

らを解析し、活用することができれば、新たなビジネスモデルを創出することが可能。

背背 景景

「次世代検索解析技術」の開発

航空業等医療

＜様々な分野での情報の有効活用の例＞

携帯端末を活用して個人の健康情報を収
集・解析し、個人に適した健康管理サービス

の展開が可能に。

ヒヤリハット情報や運航情報を収集・解析し安
全な社会を実現を図るとともに、電力や鉄道

等ｊの分野での活用も可能に。
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実証事業システム

Web-API API

施策名： 情報大航海プロジェクト 【経済産業省】

平成２１年度対象予算案： ２,５９８百万円

（平成２０年度対象予算： ４,１０８百万円）

実施期間： 平成１９～２１年度

（予算総額： １１,２７７百万円）

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

連携施策群（情報の巨大集積化）施策

○多種多様な大量の情報の中から必要
な情報を的確に検索・解析する技術
（「次世代検索解析技術」）を開発した
上で、汎用化してオープンに利用でき
るような共通基盤を構築する。
○技術の開発に当たっては、その技術
を用いた実証事業を同時に行うことに
より、技術の有用性・信頼性を検証す
るとともに、制度的課題を洗い出し、技
術の市場展開に必要な環境整備を行
う。

施策名： ＩＴとサービスの融合による新市場創出促進事業 【経済産業省】

戦略重点科学技術（９） 世界と感動を共有するコンテンツ創造 及び 情報活用技術

平成２１年度対象予算案： １,５００百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２４年度

（予算総額： ６,０００百万円）
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○生産性が高いサービス事業を実現す
るための要件を抽出し、情報蓄積・解析
等の要 素技術群（「要素技術プラット

フォーム」）の中から必要な技術を的確
に組合わせる手法であるサービス工学
の研究開発を行う。
○公的・社会的な分野において、ユーザ
起点・人間起点・生活起点の新たなサー
ビス提供の実証を行い、その成果は要
素技術プラットフォームにオープンな形
でフィードバックする。
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暗号技術 情報抽出 術
認証技術

匿名等プライ

バシ保護技術３Ｄ技術
経路探索技術

バイオセンシング

多変量解析

通信認証技術

匿名通信技術

認証連携技術
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社会的課題解決のための実証分野

社会的課題の解決

様々な要素技術を組合せて、
ユーザーの心理・行動予測

を行うなど、多様化する
ユーザーニーズに応じた

サービス提供を実現

ニーズ分析

組合せ

サービス工学研究

背 景

サービス産業は、日本経済の約７割（ＧＤＰ、雇用）を占める重要産業であり、新産業創出や

生産性の向上通じ、製造業と並ぶ日本の経済成長の牽引役と期待。

我が国では、サービス産業におけるIT投資が、生産性の向上に結びついておらず、IT利活用を

生産性向上（イノベーション）に繋げる仕組みを構築することが大きな課題。

広範囲にわたりサービスの生産性向上を実現するためには、こうした取組を誰でも活用可能な

手法として確立させる必要がある。

顧客の潜在ニーズを高精度に予測し、把握するための手法の研究開発等通じて得ら
れた科学的・工学的手法を用いることにより、誰もがサービスの高付加価値化やサー

ビスプロセスの改善等を通じ、飛躍的な生産性向上の実現が可能となる。

従来の「経験と勘」とは異なり、顧客、従

業員のニーズ、特性、行動パターン等を計測

技術や情報処理技術等を組み合わせて用いる
ことにより、科学的・工学的に観測・分析し

て、ビジネスモデルの再構築や意志決定シス
テムの変更を行う。

分析観測

設計適用

サービス現場への
適用・検証

提供サービスの
設計、改良

サービスの提供者、

受容者、サービス

の情報取得

観測データのＤＢ

化、モデル構築



世界一安全・安心な世界一安全・安心な
ＩＴＩＴ社会を実現する社会を実現する

セキュリティ技術セキュリティ技術

戦略重点科学技術（１０）

戦略重点科学技術（１０） 世界一安全・安心な ＩＴ社会を実現するセキュリティ技術

施策名： 情報漏えい対策技術の研究開発 【総務省】
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平成２１年度対象予算案： ９０２百万円

（平成２０年度対象予算： １,１００百万円）

実施期間： 平成１９～２１年度

（予算総額： ４,８００百万円）

○近年、自動転送型ファイル共有ソフト

を通じた情報流出や、組織における職

員等による重要情報の持ち出し等が引

き起こす情報漏えいの被害が社会問題

として顕在化している。

○このため、情報の無断持ち出しや不

正流用などに起因する情報漏えいを予

防する技術、情報流出が発生した場合

の被害を最小限に抑える技術を開発す

る。

情報漏えい予防技術（抑止）

情報漏えい対策技術
（被害の最小化）

情報漏出
端末
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P2P通信
監視サーバ
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除削除路経路
御制御

情報漏出
分析サーバ

経路制御
サーバ

③漏出情報を通信路上
で削除して拡散を抑止

②P2P通信の経路を動的
に変更し，トラヒックを制御

①通信パターンに基づき
P2Pファイル共有ソフトの
利用状況を観測

IP: 1.2.3.4
ポート: 9876

監監視

漏出
情報

情報漏出
端末

宛先IP: 1 .2.3.4
宛先ポート: 9876

P2P通信
監視サーバ

P2P通信
端末

P2P通信
端末

P2P通信
端末

P2P通信
端末

P2P通信

除削除路経路
御制御

情報漏出
分析サーバ

経路制御
サーバ

③漏出情報を通信路上
で削除して拡散を抑止

②P2P通信の経路を動的
に変更し，トラヒックを制御

①通信パターンに基づき
P2Pファイル共有ソフトの
利用状況を観測

IP: 1.2.3.4
ポート: 9876

監監視

漏出
情報

インター
ネット

PCPC

情報漏えい
を予防

理管理者

PC

来歴管理管理サーバサーバ

×

紙／電子といった媒体紙／電子といった媒体
の区 なく、 報 来の区別なく、情報の来

歴 統 的に管理歴を統一的に管理

IDID IDID

プリンタプリンタ スキャナスキャナ

9 /3,15:12 Xが作成
9 /3,22:50 Xが印刷
9 / ,10:33 Yがスキャン
9 /4 12:45 ZがCD Rに保存
9 / ,13:10 Zがメール送信

本来業務 効率が低下本来業務の効率が低下
なりす 策がせず、なりすまし対策が

分なユーザ認証十分なユーザ認証

なりすましができない
し、漏えい元が容易
に特定されてしまう。

個人 な 織名で署 能 す個人名でなく組織名で署名可能とするこ

より、個人情報の流出を最 限 抑とにより、個人情報の流出を最小限に抑
るえる
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職員職員Ｘ 職員職員Ｙ 職員Ｚ職員Ｚ

IDID


